
真岡市行政評価システム
評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移

名称

ア

イ

ウ

エ

オ

ア
イ
ウ
エ
オ

単位

②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

単位

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成29 平成30 05 01

廃棄物減量等検討委員会運営事業 市民生活部　環境課　ごみ減量係

D 自然と潤いがある安全快適なまちづくり

3 廃棄物の抑制と適切な処理

 

真岡市廃棄物減量等検討委員会設置条例

1.一般会計 4.衛生費 2.清掃費 1.清掃総務費

■ 平成3

　市内における一般廃棄物の減量等に関する調査及び検討を行うため、市長の附属機関として設置するもの。
・市内における一般廃棄物の減量・適正処理の推進等の調査及び検討を行う。
・構成委員数は、10名〔区長会：3人、消費者代表：3人、学識経験者：4人〕である。
・任期は、1年間とし、再任を妨げない。

29年度実績

30年度計画

・廃棄物減量等検討委員会の開催

・廃棄物減量等検討委員会の開催
・先進地視察の実施

・廃棄物減量等検討委員会委員

・一般廃棄物の減量及び適正処理に関する意見を求める。

・ごみ排出量の抑制
・資源化率の向上
・ごみの減量化及び資源化意識の向上

26 27 28 29 30

委員会開催数 回 1 1 1 1 2

26 27 28 29 30

委員数 人 10 10 10 10 10

26 27 28 29 30

委員からの意見数 件 15 11 11 20

26 27 28 29 30

１人１日当たりごみ排出量 g 739 750 753 755 744

資源化率 ％ 14.0 12.8 11.9 11.1 11.1

家庭でごみの分別と減量に取り組んでいる割合 ％ 88.8 89.0 87.3 86.7 90.0

26 27 28 29 30

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

70 70 70 79 277

0 0 0 0 0

70 70 70 79 277

2 2 2 2 2

30 30 30 30 30

127 126 125 125 125

197 196 195 204 402

・市内における一般廃棄物の減量等に関する検討を行うため、平成3年10月にごみ問題検討推進委員会が設置された。
・平成8年7月に廃棄物減量等検討委員会に名称が変更された。
・平成13年に条例が制定された。

・平成26年4月からのもえるごみの有料化に伴い、平成26年度のごみの総排出量は大幅に減少したが、その後は横ばい状態が続いている。また、資源化率については、
新聞販売店による独自回収やスーパー等による店頭回収の影響もあり減少傾向となっている。


